
― 23 ―

地域経済研究　第22号　2011

１．はじめに

　産業が集積することに伴う経済的な便益は古
くから「集積の経済」として論じられている
（Marshall 1890）。集積の経済は、企業が特定の
地域に集積することから生起し、多様な経済主体
の集積による経済的便益を意味する。具体的に
は、産業集積の経済効果は、産業が空間的に集積
することによって得られる費用節減や生産性の向

上の効果を指す。その効果は、地域特化の経済
と都市化の経済に分けて整理することができる
（McCann 2001）。前者は、同業種の企業が集積
することによる経済的な便益を意味し、後者は、
異業種関連企業が空間的に集積することによって
個別企業の生産性が高まる経済的な便益を意味す
る。経済学的には産業集積効果は、規模の経済と
して捉えられる（黒田等 2008）。具体的には、地
域特化の経済は産業レベルにおいて規模の経済性
として計測される一方、都市化の経済は都市・地
域レベルで規模の経済性として計測される。実際
の推計では、地域特化の経済や都市化の経済を表
す尺度として、産業規模や人口規模、人口密度の
尺度等が利用される。
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　経済活動のグローバル化が進む中、人口減少等の供給制約要因が経済成長の妨げになることが懸念さ
れているわが国の地域経済においては、生産性の向上に対する期待は高い。そこで、地域経済の生産性
の向上に重要な役割を果たす産業集積に着目し、今後の地域経済の発展を考える視点として産業集積の
経済効果を検証した。とりわけ、中国地域に着目し、中国地域における産業成長に対する産業集積の寄
与について定量的に検証した。その結果は次の通りである。まず、労働生産性に対する産業集積効果の
影響は、製造業、非製造業ともに、異業種集積効果である都市化の経済が同業種集積効果である地域特
化の経済を上回る傾向にあることが明らかとなった。しかしながら、産業成長に対する寄与では、製造業、
非製造業ともに、地域特化の経済の影響が都市化の経済の影響を上回り、地域特化の経済が産業成長の
原動力だったことも明らかとなった。次に、製造業業種別の分析を行った結果、地域特化の経済と都市
化の経済が顕在化している業種は異なることを示す結果が得られた。最後に、この結果をもとに、中国
地域における産業成長に対する産業集積効果の違いを検討した結果、中国地域では化学と電気機械にお
いて地域特化の経済の成長寄与度が高いことが明らかとなった。その一方で、中国地域全体では人口密
度が低下している影響から、大半の業種で都市化の経済が成長の足を引っ張る結果となった。
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の地域特化の経済と都市化の経済を区別すること
を試みた実証分析は、地域特化の経済と都市化の
経済を計測する変数を新たに定義し、これらの変
数を上記の生産関数のフレームワーク内で使用
している。Eberts and McMillen（1999）および
Rothenthal and Strage（2004）では、集積の経
済の実証分析に関する総括的なサーベイを行って
いる。また、わが国の実証研究については大塚
（2008a、b）がサーベイを行っている。ここでは
特に地域特化の経済と都市化の経済を分析した研
究に着目し、先行するサーベイを補完しよう。地
域特化の経済は、産業の生産額や雇用量のような
産業規模を表す尺度によって表される一方、都市
化の経済は、都市の総人口もしくは総雇用、人口
密度や雇用密度によって表されてきた。
　比較的初期における集積の経済の実証研究
は、製造業における都市化の経済を推定するこ
とに焦点があてられる傾向にあった。たとえば、
Aaberg（1973）はスウェーデンの都市のデータ
を使用して、都市人口の労働生産性に対する弾性
値が0.02であることを明らかにした。数多くの米
国のデータを使用した研究では、都市化の経済を
表すために、都市の人口規模が使用され、次に示
すような都市化の経済における労働生産性の弾性
値が得られている。Sveikauskas（1975）では0.06、
Kawashima（1975）では0.20、Moomaw（1981）
では0.03、Moomaw（1985）では0.07、そして、
Sveikauskas et al．（1988）では0.01となってい
る。Nakamura（1985）とTabuchi（1986）では
日本の都市のデータが利用され、製造業における
都市規模の弾性値はそれぞれ、0.03と0.04という
値が得られている。Louri（1988）はギリシャの
地域のデータを利用して、都市化の経済の弾性値
が0.05であることを明らかにしている。
　Nakamura（1985）、Henderson（1986） お よ
びHenderson（2003）は、単一モデル内において
地域特化の経済と都市化の経済を区別している。
Nakamura（1985）は、20の製造業業種において
労働生産性に対する地域特化の経済を推定し、産
業規模に関する労働生産性の弾性値が平均で0.05
であり、都市規模に関する弾性値は0.03であるこ
とを示している。それゆえ、地域特化の経済が都
市化の経済を超過する傾向にあると結論付けられ
ている。Henderson（1986）では、米国とブラジ

　こうした集積の経済は、産業の競争力を強化し、
地域経済の持続的な成長に貢献するという意味に
おいて不可欠な要素となり得る。それとともに、
集積の経済は中央と地方の両政府にとっても重要
な政策的な意味も持っており、多くの国々におい
て産業集積をいかした様々な政策が実施されてい
る。わが国においても、すでに経済産業省の「産
業クラスター計画」や文部科学省の「知的クラスター
創成事業」など各地域で知識・技術など地域資源
を結集した新たな産業集積の形成に向けた取り組
みが行われており、地域経済の再生と地域産業の
活性化への貢献という意味から、企業間連携とイ
ノベーション誘発の場としての産業集積の役割が
期待されている。特に、人口減少等の供給制約要
因が、経済成長の妨げになることが懸念されてい
るわが国の地域経済においては、生産性を向上さ
せる原動力として産業集積に対する期待は高い。
　そこで、本稿では、地域産業の生産性の向上に
重要な役割を果たす「産業集積」に着目し、今後の
地域経済の発展を考える視点として産業集積の経
済効果を検証する。とりわけ、本稿では中国地域
に焦点を当てて、中国地域における産業成長に対
する産業集積の寄与について定量的に検証する。
　以下では、第二節において、先行研究を整理する。
第三節では、産業集積効果の実証分析を行い、産業
集積が労働生産性に対して与える影響および産業集
積が産業成長に対して与える影響を定量的に示す。
そして最後に結論と今後の分析課題を提示する。

２．先行研究

　集積の経済に関する文献によると、集積の経済
は生産関数において外部効果として分析される。
具体的には、次式の生産関数が仮定される。

   ⑴　y＝g（E）f（x）＋V

ここに、f（･）は企業の生産関数を表し、xは資本
や労働といった投入要素ベクトル、g（･）はヒッ
クス中立的な生産技術を表す関数、Eは外部経済
である産業集積効果をあらわす変数、そして、V
は統計的な誤差を表すランダム変数である。
　集積の経済には、同業種が集積することによ
る地域特化の経済と異業種が集積することによ
る都市化の経済があることはすでに述べた。こ
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響について検証している。具体的には、彼は、雇
用密度と距離の合成指標を地域特化の経済の代理
指標、都市化の経済は雇用規模を代理変数として
集積の経済効果を検証した。その結果、地域特化
の経済に関する労働生産性の弾性値が、製造業で
は平均で0.03、サービス業では平均で0.01である一
方、都市化の経済に関する労働生産性の弾性値は、
製造業では0.07、サービス業では平均で0.19である
ことが分かり、英国では、都市化の経済が地域特
化の経済を超過することが明らかとなっている。
　わが国の最近の研究事例として、大塚（2008a）
は規模の経済の弾性値として計測される産業集積
効果を分析している。具体的には、製造業と非製
造業という産業区分のもと、1981年から2002年に
おける産業集積効果の大きさを検証している。そ
の結果、製造業では産業集積効果が0.0969である
一方、非製造業では産業集積効果が0.0964と製造
業の産業集積効果が非製造業をわずかに上回る傾
向にあることが明らかとなった。そして、この研
究ではこれまでに明らかにされてこなかった地域
産業成長に対する産業集積の寄与を定量的に明ら
かにしている。
　しかしながら、大塚（2008a）の研究では、産
業集積効果が規模の経済性として計測されてお
り、地域産業の生産活動に対する地域特化の経済
と都市化の経済の影響が検証されていない。さら
に、製造業と非製造業という産業区分にとどまっ
ており、製造業業種別に踏み込んだ分析も行われ
ていない。すでに先行研究では、製造業の業種別
で産業集積効果が異なることが明らかになってお
り、製造業の業種別で異なる産業集積効果を明ら
かにすることは、産業政策を立案するうえで重要
な資料となりえる。そのため本稿では、地域特化
の経済と都市化の経済の影響を検証するとともに
各産業集積効果において製造業業種別で違いが見
られるかどうかを分析する。そして成長会計の手
法を用いて地域産業成長に対する産業集積効果の
寄与を、特に中国地域を対象として定量的に分析
することを目的とする。

３．実証分析

（１）分析モデル
　実証モデルを構築するにあたり、各企業は完全

ルの産業レベルのデータを使うことで、都市化の
経済を見いだす一方、地域特化の経済の存在も明
らかにしている。ブラジルにおける地域特化の経
済を表す弾性値は産業ごとに異なり、最大で0.20、
最小で0.03であり、10業種平均で0.11となってい
る。米国のケースでは、地域特化の経済を表す弾
性値が0.09から0.45までおよび、平均で0.19となっ
ている。Henderson（2003）ではまた、地域特化の
経済を表す弾性値が平均で0.03であると推定され
ている。Henderson（1986、 2003）などの研究では、
製造業における生産性に与える都市化の経済の効
果を明らかにすることは難しいとされている。
　ここでレビューした製造業における都市化の経
済の弾性値は、0.01から0.20の範囲であるが、弾
性値の大半の値は0.10以下である。これは、都市
規模が２倍になると、生産性が10％以下の範囲で
上昇することを意味する。地域特化の経済に関し
ては、生産性に対する効果に関する文献は少ない
が、正の推定値が報告されており、いくつかの研
究では、地域特化の経済のほうが都市化の経済よ
りも強いことが明らかにされている。
　都市や産業規模を表す人口や雇用を使ったこれ
らの研究に加えて、密度や距離の尺度を産業集
積効果の特定化に導入した研究がある。Ciccone 
and Hall（1996）は、米国のデータに基づき労働
生産性に対する雇用密度の影響を推定する方程式
を導出している。彼らは、地域間の労働生産性の
ばらつきの50％以上が雇用密度のばらつきによっ
て説明され、雇用密度を２倍にすると、労働生
産性が６％上昇する（弾性値は0.06）ことを明ら
かにしている。Ciccone（2002）は欧州の分析に
拡張し、雇用密度に関する労働生産性の弾性値が
0.045であることを推定している。Hanson（1996a、
b、1997）は、メキシコの繊維産業における集積、
とりわけ生産性と賃金との関係を考察している。
ここで用いられたデータは地域特化の経済の存在
を支持しており、地域の賃金水準はメキシコの中
心部から離れるに従って、低下することを明らか
にしている。
　Graham（2008）の研究では、密度と距離の両
者を考慮し、産業集積効果の特定化を行ってい
る。英国の企業レベルのデータを用いて、製造業
とサービス業の業種別の産業区分のもと、地域特
化の経済と都市化の経済が労働生産性に与えた影
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を想定する。

 ⑸　
ln YijLij

＝
α0
1－γ＋

δ
1－γlnDj＋

α
1－γln 

Kij
Lij
 

　　　＋ γ1－γlnLij＋Σj＝ 1,…,J　
αT,j
1－γ・dumj・t＋vij

　

生産技術の上昇が生産環境に応じて各地域により
異なる可能性を考慮して、地域ダミー（dum）と
タイム・トレンド（t）の積を説明変数に取り入
れる。vは誤差項である。このとき、γ＞0なら
ば地域特化の経済が存在することを、δ＞0なら
ば都市化の経済の影響が存在することを表す。
　次に、地域産業成長に対する産業集積効果（寄
与度）は、以下に従って評価する。生産関数 ⑸ 
の推定期間の最初の年と最後の年との間で階差を
とると次式が得られる。

　　　 1T ln
YijT
Yij0
＝ α
T ln

KijT
Kij0
＋ 1－αT ln LijTLij0

 

 ⑹  ＋  Σ
j＝ 1,…,J
　　αT,j＋

γ
T ln

YijT
Yij0
＋δT ln

DjT
Dj0

 ＋ 1－γT （vijT－vij0）

ここに、右辺第１項は資本投入の変化、第２項は
労働投入の変化、第３項は技術進歩、第４－５項
はそれぞれ地域特化の経済と都市化の経済の付加
価値成長に対する寄与度を表す。このうちソロー
残差は第３項から誤差項である第６項の合計に該
当する。産業集積効果（寄与度）が地域産業成長
に正の影響を及ぼす場合、第４－５項は正とな
る1）。逆に産業集積効果（寄与度）が地域産業成長
に負の影響を及ぼす場合、第４－５項は負となる。

（２）データ
　本稿では、産業集積効果の実証分析を行うにあ
たり、47都道府県における1980年から2005年まで
の年次系列を作成した。分析対象産業は、生産関
数の推定において必要な資本ストックデータの入
手可能性に基づき、製造業13部門と非製造業の系

１）地域特化の経済の成長寄与度の解釈について補足す
ると、本稿では、地域特化の経済の代理変数は産業の
生産規模としている。そのため、産業の生産成長は、
同業種の生産成長の規模の経済の部分によって加速さ
れることを意味する。つまり、規模の経済がある産業
は生産をすればするほど、規模の経済性を享受するた
めに、生産がより加速していくことを意味する。

競争に直面しており、規模に関して収穫一定の生
産技術を有すると仮定する。具体的には、ある
地域における企業の生産関数 ⑴ が次のようなコ
ブ・ダグラス型生産関数で定式化できるとしよ
う。

 ⑵　　yijm＝g⎛⎝Eijm
⎞
⎠k

α
ijml 1ij－mα

y、kとlは、それぞれ地域jにおける産業iに属
する企業mの付加価値、資本投入と労働投入で
ある。生産関数のシフト項であるg（E）は、企業
にとって外部効果を表す関数である。
　地域特化の経済の労働生産性水準に対す
る影響は企業が属する産業全体の生産規模

Yij（≡Σ
m

y ijm）の生産弾力性によって計測され、

それは個別企業にとって外部経済であるが、産業
全体まで集計されると規模の経済性として表れる
（黒田等 2008）。また、都市化の経済を表す指標
として人口規模を可住地面積で除した可住地人口
密度Dを考慮する。Rosenthal and Strange（2004）
によれば、人口規模・密度は地域経済における産
業構造の多様性と比例するとされ、先行研究でも
都市化の経済を表す代理指標として用いられてき
た。実際、人口密度は労働生産性と高い相関があ
り、2006年の都道府県データによると、相関係数
は0.69で有意水準５％で有意であるという結果と
なっている。この都市化の経済は個別企業のみな
らず産業にとっても外部経済である。
　それゆえg（E）は次のように表されるとする。

 ⑶　　g（Eijm）＝eA0t YγijDδj

A0およびγ、δはパラメータである。t（t＝0,
…,T）はタイム・トレンドである。
　以上のもとで生産関数を産業レベルまで集計化
し、対数をとって変形すると次式が得られる（黒
田等2008）。

 ⑷　
ln YijLij

＝ A01－γt＋
δ
1－γlnDj＋

α
1－γln 

Kij
Lij
 

　　　＋ γ1－γlnLij　　　

Kji（≡Σ
m

kijm）およびLij（≡Σ
m

lijm）は、それぞ

れ地域産業の資本投入と労働投入である。
　実証分析では、 ⑷ を拡張して次の実証モデル
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　労働投入は、経済活動別の就業者数に労働時間
を乗じたものである。各都道府県の就業者数は、
電力中央研究所が整備したデータである（電力中
央研究所 1985b）。労働時間は、農林水産業と公
務については『労働力調査』（総務省統計局）の
就業者１人平均週間就業時間数により、それ以外
の産業については『毎月勤労統計調査』の１人平
均月間総実労働時間（事業規模30人以上）をもと
に以下の手順で推計される。まず、全国ベースの
労働時間指数を『労働力調査』と『毎月勤労統計
調査』の労働時間指数をもとに整備し、2000年基
準に調整する。次に、都道府県別の経済活動別総
実労働時間数をもとに全国値との乖離率を計算し
て、その乖離率を乗ずることで地域別の労働時間
指数を作成する。
　資本投入は、実質資本ストックに設備稼働率を
乗じたものである。実質資本ストックは電力中央
研究所が整備した製造業と非製造業の資本ストッ
ク系列である（電力中央研究所 1985a）。設備稼
働率については、製造業は鉱工業稼働率指数（経
済産業省）が利用可能である一方、非製造業は経
済活動別実質県内総生産の全国値と、産業別資本
ストックから計算される資本係数の逆数が用いら
れる。資本係数の逆数の対数値の経年変動は、長
期的には資本使用的な技術関係から一定の傾きと
なるが、この経年変動の乖離率を計算し、これを
資本稼働率指数とする。具体的には、資本係数の
逆数をタイム・トレンドに回帰して得られる回帰
残差をもとに乖離率を推計する。設備稼働率を考
慮することで、資本ストックの変動における景気
循環の影響をある程度排除できるが、地域レベル
の景気変動まで考慮されていない点には留意が必
要である。

（３）推定上の問題
　産業集積効果の分析では、生産関数を使用する
必要がある。しかしながら、生産関数を使用した
産業集積効果の推定では、2つの潜在的な問題が
あることが知られている（Graham 2008）。

a）内生性
　生産関数の推定の最初の潜在的な問題は、産業

フレータ（平成12年基準）を利用している。

列に限定される。
　分析対象とする地理的単位は、都市レベルから
都道府県レベル、地域ブロックレベルなど様々な
単位が考えられる。本稿において、分析対象とし
て47都道府県を選択した理由は、地域産業政策は
都市ではなく都道府県で行われており、政策的示
唆を提供する上で必要な地理的単位であると判断
したためである。産業集積には、大工業地帯をは
じめとして、企業城下町や多数の小規模な企業か
らなる産地、大学と企業の連携が進んでいる地域
等が該当する。都道府県レベルではここで想定す
る産業集積の全てのタイプが含まれている。
　先行研究では都道府県レベルだけでなく都市レ
ベルにおいても分析が行われているが、都市レベ
ルではデータの入手制約によって製造業しか分析
対象とすることができず、経済活動の大半を占め
ている非製造業の活動に分析の焦点を当てること
ができないといった限界がある。また、本来、経済
活動は都市を超えた領域で行われており、都市レ
ベルでは生産要素や技術知識のスピルオーバーが
大きいという問題も抱えている。一方、都道府県
レベルでも同様に分析対象範囲が大きすぎて、産
業集積の形態ごとに異なる産業集積効果をうまく
検出できないという問題・課題を抱えている。そ
の意味では、都市圏レベルで分析することが産業
集積効果の分析では本来ふさわしいかもしれない。
しかし、現状では都市圏の定義やデータ整備の問
題があり、分析することが容易ではないため、この経
済圏域での分析は今後の課題として残されている。
　なお、アウトプット、インプットの作成につい
ては、次の通りである。
　まず、各都道府県の産業別生産量は、『県民経
済計算年報』（内閣府）の経済活動別県内総生産
を名目値として、『国民経済計算年報』の経済活
動別国内総生産デフレーター（2000年基準）で実
質化したものである2）。

２）『県民経済計算年報』では都道府県別に、産業活動
別県内総生産の実質値と名目値が記載されているが、
平成12年基準計数（93SNA）は、経済活動別県内総
生産（実質：連鎖方式）が平成８年度（1996年）か
らしか遡及推計されていない。名目値は、昭和55年
度から平成17年度まで公開されているので、データ
の整合性を持たせるため、実質値を計算する際のデ
フレータは国民経済計算の経済活動別国内総生産デ
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推定値は、最小二乗推定と比較してごく小さな変
化しかもたないことが明らかにされている。同様
に、Rosenthal and Strange（2005）では、内生
的な回帰係数の影響が小さいと結論づけられてい
る。Henderson（2003）でも、回帰係数と誤差項
との相関は、それほど重要でないと報告されてい
る。最近の研究からは、内生性から生起するバイ
アスの強い証拠を見つけることはできないのが現
状である。
　本研究ではこうした内生的なショックの影響に
配慮するために、推定では先行研究と同様に操作
変数法を採用することにする。

b）産出・投入要素の計測誤差
　生産関数の推定の２番目の潜在的な問題は、ア
ウトプットとインプット変数の計測誤差の原因に
関する点である。アウトプットに関して、生産高
がアウトプットの価格と量を含む代理変数として
使用されることが多い。また、インプットに対し
て、労働と資本という２つの要素のみが定義され、
これらの投入要素の“質”あるいは"利用頻度"に
おけるばらつきに関する情報は有していない。理
想的には、インプットを土地や、原材料、エネル
ギーに分解することが望ましい。それ以上に、使
用する資本の計測は、労働と同様に物的な単位で
はなく、円単位で表現された金銭的な量として計
測されるため、それ自身が問題であるかもしれな
い。実際は、資本投入の価格、特に土地や建物の
価格が都市・地域規模と正の関係がある可能性が
ある。
　投入の理想的な代理変数は、実証的に表すこと
はきわめて難しいが、本研究では、労働と資本に
関して稼働率を考慮する。具体的には、労働に対
しては労働時間を考慮し、資本に関しては資本稼
働率を考慮する。単純には表現することが難しい
質に関する変数はデータ制約のため考慮しない。

（４）分析結果
a）製造業・非製造業の分析結果
　表１は、 ⑸ 式を全産業及び製造業と非製造業
に適用して行った推定結果を示している。推定は
操作変数法に基づいている。全産業の推定結果を
見ると、産業集積に伴う外部効果が顕在化してい
ることが確認される。地域特化の経済の弾性値

集積効果の内生性に関する問題である。産業集積
効果の推定において、一般的な仮定は方程式の誤
差項が回帰係数とは独立して分布していることで
ある。内生的な回帰係数の存在において、この仮
定が成立しない可能性がある。これは、産業集積
効果の要因である密度が生産性に結びついて決定
され、内生変数かもしれないということを意味す
る。事業で成功することを望む経営者はもっとも
生産性の上がる地域を探し求める。結果として生
産性の上がる場所が、企業の移動によって、雇用
（人口）や事業所の高密度な集積地になることが
予想される。この仮説が真実ならば、移動可能な
要素がもっとも生産的な地域に移動するために、
高い生産性が高密度を生む可能性がある。この因
果関係の方向性を規定する理論は集積の理論と比
較すると十分に発達していないが、集積は生産性
と結びついて決定されるかもしれない。
　集積の内生性の問題は、Ciccone and Hall
（1996）、Ciccone（2002）、Henderson（2003）、
Rosenthal and Strange（2005）によって最近検
討されてきた。GMM推定の利用を可能にする企
業レベルのパネルデータを使うことで集積の経
済を推定しているHenderson（2003）を例外とし
て、他の研究は、密度を予測するため操作変数を
伴った二段階最小二乗法を採用することによって
内生性に対処している。Ciccone and Hall（1996）
は、操作変数として人口密度の長期のラグを使用
している。この論拠は、我々が今日観察する密度
が同時期に起こった生産性の水準と相関しない人
口密度の過去のパターンによって決定されてい
るということである。このアプローチの難しさ
は、密度に関する過去数十年にわたる詳細な空間
情報を必要とすることであり、これらのデータは
小さい空間的なエリアに対しては特に見つけるこ
とが難しい。そこで、Ciccone（2002）は、操作
変数としてEU地域の総土地面積を使用する一方、
Rosenthal and Strange（2005）は、生産性とは
相関しないような地理的特徴に関するデータを使
用している。
　しかしながら、一般的には、もし集積が内生的
な要素を持ったとしても、集積の推定において潜
在的なバイアスをうむ可能性は小さいことが示さ
れている。Ciccone and Hall（1996）やCiccone
（2002）では、操作変数を利用した集積の経済の
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（γ）は0.0521で、有意水準１％で統計的に有意
である。製造業と非製造業の各推定結果からは、
地域特化の経済の弾性値が製造業で0.0816、非製
造業で0.0476であり、これは産業規模が２倍にな
ると労働生産性が約５～８％上昇することを意味
する。都市化の経済の弾性値（δ）は、全産業で
0.1096と、地域特化の経済の弾性値を超過してお
り、製造業、非製造業においてもそれぞれ0.1168、
0.1244といずれも地域特化の経済の弾性値を超過
している。これは、人口密度が２倍になると、生
産性が約11 ～ 12％上昇することを示しており、
生産性の上昇において、同業種集積よりも異業種
集積の方がより重要な役割を果たしていることを
示唆している。
　製造業と非製造業の比較では、地域特化の経済

の弾性値は製造業が非製造業を上回っているのに
対して、都市化の経済の弾性値は製造業よりも非
製造業で大きい。これは、製造業では高い労働生
産性の実現に対して、地域特化の経済の影響が非
製造業と比較して相対的に大きい一方、非製造業
では都市化の経済による影響が製造業と比較して
相対的に大きいことを意味する。
　図１は、産業集積効果に着目し、その経年推
移を示したものである。産業集積効果の弾性値
の値は、各年におけるクロス・セクション分析
に基づく。クロス・セクション分析でも操作変数
法を利用している。製造業では、観測期間を通じ
て地域特化の経済と都市化の経済が経年的に低下
していることが分かる。製造業における地域特化
の経済は、1981年の0.0825から2004年あたりまで

表１　推定結果（1981－2005年）
全産業 製造業 非製造業

α0 1.5943 1.4477 1.6476
（119.96）＊＊ （86.22）＊＊ （108.52）＊＊

γ 0.0521 0.0816 0.0476
（10.38）＊＊ （11.28）＊＊ （8.56）＊＊

δ 0.1096 0.1168 0.1244
（19.24）＊＊ （10.95）＊＊ （20.00）＊＊

α 0.3115 0.3357 0.3474
（25.87）＊＊ （28.21）＊＊ （22.86）＊＊

R2 0.9648 0.9469 0.9492
（備考） １．＊＊は有意水準１％、＊は有意水準５％である。
 ２．（括弧）はt値である。
 ３． 操作変数は定数項と説明変数の一期ラグを使用。
 ４． 紙幅の都合によりタイム・トレンドの項の推定結果は省略している。

（a）製造業 （b）非製造業

図１　産業集積効果の経年推移（1981－2005年）



― 30 ―

空洞化しており、その影響で地域特化の経済に関
する弾性値が低下したと考えられる。しかしなが
ら、2005年は、事業所数の増加に伴い、地域特化
の経済に関する弾性値は上昇している。
　図２のb図は、製造業における地域特化の経済
と海外生産比率との関係を示したものである。こ
ちらは、両者の間で負の相関関係があることが分
かる。これは、海外生産比率の上昇が地域特化の
経済を低下させる方向に働いており、製造拠点の
海外移転にあわせて産業集積効果が低下したこと
が推察される。ただし、2005年度については、海
外における生産比率の上昇が地域特化の経済の低
下に結びついていない。
　図２のc図は、製造業における地域特化の経済
と円・ドル相場との関係を示したものである。観
測期間を通じて正の相関があることが分かる。こ
れは、円・ドル相場が円高傾向になると、製造業
の海外移転が進んで、地域特化の経済が弱体化す

低下している。都市化の経済も同様に、製造業で
は、1981年の0.1036から2005年の0.0556まで約半
分の水準まで低下している。これに対して、非製
造業における地域特化の経済は、1981年の0.0586
の値から2005年の0.0621とわずかに上昇している
ものの傾向としては横ばいである。都市化の経済
は、観測期間を通じて低下傾向にあり、1981年に
0.1253であったのが、2005年には0.0914と低下し
ている。産業集積効果は製造業と非製造業でとも
に1980年代から2000年代にわたって経年的におお
むね低下傾向にあるといえよう。
　ここでまず、製造業における地域特化の経済に
着目し、その変動要因を考察する。図２のa図は、
製造業における地域特化の経済の大きさと事業所
数の推移を示したものである。全体として製造業
における地域特化の経済と事業所数の推移は正の
相関関係がある。1980年代から1990年代にかけて
経済活動のグローバル化とともに、国内製造業が

図２　製造業における地域特化の経済の変動要因

（a）地域特化の経済と事業所数 （b）地域特化の経済と海外生産比率

（c）地域特化の経済と円・ドル相場 （d）地域特化の経済と国内総生産
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b図）。1980年代は首都圏への人口移動が増加す
るにつれて都市化の経済に関する弾性値も上昇し
ていた。しかしながら1980年代後半から1990年代
初頭にかけて、首都圏への人口移動が沈静化する
と同時に、都市化の経済に関する弾性値も低下し
ていった。1990年代後半に、首都圏への人口移動
が再び高まるが、これが都市化の経済を強める形
には至っていない。近年は、首都圏への人口移動
が非製造業における都市化の経済を高める原動力
になっているとはいえない。
　続いて、産業集積の産業成長に対するインパク
トを計測するため、推定された生産関数をもとに
成長の要因分解を行う。
　図４と図５は、 ⑹ 式によって分解された各効
果の地域産業成長に対する寄与度を示したもので
ある。地域特化の経済の成長寄与度を見ると、製
造業ではその集中立地が見られる東北、北関東、
中部で相対的に大であることが分かる。東京都や
神奈川県、大阪府といった大都市地域では地域特
化の経済の影響は小さく、製造業の成長にほとん
ど影響を与えていない。その反面、大都市地域で
は非製造業において地域特化の経済の影響が大き
い。この傾向は首都圏で顕著であり、首都圏は平
均で約0.15％に達している。これに対して、都市
化の経済の成長寄与度は、地域特化の経済と比較
すると、両産業ともに小さいことが分かる。都市
化の経済の成長寄与度は製造業、非製造業でとも
に首都圏でもっとも高く、年率平均で0.09％に達
している。なお、いくつかの地域では、人口密度
の低下に伴い、都市化の経済の成長寄与度が負と

ることを示唆しているように思われる。近年進ん
でいる急速な円高傾向は、製造業の海外移転を加
速させ、産業集積力を弱体化させる可能性がある
ことが懸念される。
　最後に図２のd図は、製造業における地域特化
の経済と国内総生産の対前年成長率（年率）との
関係を示したものである。全体として両者との間
に正の相関関係があることが分かる。地域特化の
経済の大きさが低下し、産業集積力が弱まると、
国内総生産の成長率も低下していることが表され
ている。近年進んでいる製造業の海外移転は、地
域特化の経済を低下させ、結果として国内総生産
の成長率を低下させる可能性があることが推察さ
れる。
　次に、非製造業における都市化の経済の変動要
因を考察する。
　図３のa図は、非製造業における都市化の経済
の大きさと国内総生産の成長率との関係を示した
ものである。こちらでも一見すると、都市化の経
済を表す弾性値と国内総生産の成長率との間で正
の相関関係があることが分かる。これは、観測期
間を通じた経済成長率の低下にあわせて、非製造
業における都市化の経済が低下したことを示して
いる。国内の産業構成においてサービス経済化の
高まりにあわせる形で非製造業の割合は高まって
おり、非製造業における都市化の経済の低下は、
国内総生産の成長率低下を現しているものと推察
される。
　この非製造業における都市化の経済は首都圏へ
の人口移動とも一定の関係が観察される（図３の

（b）都市化の経済と人口移動（a）都市化の経済と国内総生産

図３　非製造業における都市化の経済の変動要因
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は小さく、広島県が製造業、非製造業でともに最
大で0.01％である。鳥取県と島根県、山口県の３
県は、人口密度が低下したことによって、都市化
の経済が地域産業成長に対して負の影響を与えた
結果となった。
　以上のように、産業集積が地域産業成長に与え
た影響には明確に地域差が見られる。地域特化の
経済の影響は地方では製造業、首都圏では非製造
業で大であり、都市化の経済の影響は首都圏で大
であることが明らかとなった。中国地域は製造業
が集中しているという影響もあり、製造業におけ
る地域特化の経済の影響が相対的に大きく、非製
造業における地域特化の経済の影響は相対的に小
さい。域内で人口が減少した県が存在するため、

なっている。
　中国５県（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、
山口県）に目を向けると、中国地域でも地域特化
の経済による成長寄与度が都市化の経済の成長寄
与度を超過していることが分かる。特に、地域特
化の経済の影響は、製造業が非製造業を超過して
いる。これは中国地域が製造業に相対的に特化し
ていることによる。その大きさは、山口県が0.31％
ともっとも高く、広島県で0.28％、鳥取県で0.25％、
岡山県で0.21％、島根県で0.17％である。非製造
業における地域特化の経済の成長寄与度は、広島
県、岡山県、島根県が0.09％と相対的に高く、鳥
取県と山口県が0.07％で続いている。これに対し
て、都市化の経済が地域産業成長に果たした影響

図４　地域特化の経済の成長寄与度（1981－2005年、％年率）

図５　都市化の経済の成長寄与度（1981－2005年、％年率）
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製造業全体における地域特化の経済（0.08）を下
回っているが、有意である。
　一方、都市化の経済（δ）の大きさは、石油・
石炭製品が0.22と最も高く、次いで、食料品の0.21、
一次金属の0.19、窯業・土石製品および精密機械
の0.18、電気機械とその他製造業で0.13、輸送機
械の0.12といずれも製造業全体の値（0.12）と同
等か超過している。それ以外の業種でも繊維が
0.07で有意となっている。これらは、地域の人口
密度が２倍になると、労働生産性が７％～ 22％
増加することを意味している。これらの業種で
は、地理的集中における経済的な便益として都市
化の経済を強く享受している傾向にあると判断さ
れる。
　このような地域特化の経済と都市化の経済の相
対的な大きさについて、化学をはじめ、繊維、パ
ルプ・紙、金属製品、一般機械の５業種は、異業

都市化の経済は製造業、非製造業でともに成長の
足を引っ張る形となった。

b） 製造業業種別の分析結果
　次に、製造業業種別で生産関数の推定を行っ
た。表２は、製造業業種別に ⑸ 式を推定した結
果を示している。まず、決定係数については、一
般機械で49％とやや低いものの、多くの産業で
60％を超過しており、まずまずの適合度を示して
いる。
　主要なパラメータの推定結果を見ると、地域特
化の経済（γ）は化学が最も高く0.25であり、t
値も高い。次いで、繊維が0.15、パルプ・紙が0.14
と続いており、産業規模が２倍になると、労働
生産性が14 ～ 25％増加する傾向にある。このほ
かに金属製品と一般機械で0.06、電気機械で0.04、
窯業・土石およびその他製造業で0.03といずれも

表２　推定結果（製造業業種別、1981－2005年）
α0 γ δ α R2

食料品 2.7554 －0.1416 0.2120 0.6986 0.8347
（42.03）＊＊ （－5.74）＊＊ （8.39）＊＊ （16.89）＊＊

繊維 0.2590 0.1517 0.0661 0.2909 0.8599
（6.55）＊＊ （12.65）＊＊ （2.93）＊＊ （15.04）＊＊

パルプ・紙 1.5226 0.1419 －0.0438 0.1030 0.7607
（48.83）＊＊ （11.91）＊＊ （－2.03）＊ （5.50）＊＊

化学 1.0994 0.2486 －0.0802 0.2496 0.8562
（36.24）＊＊ （20.17）＊＊ （－2.58）＊＊ （9.50）＊＊

石油・石炭 3.7585 －0.0287 0.2183 0.4606 0.6382
（25.03）＊＊ （－0.84） （2.72）＊＊ （10.41）＊＊

窯業・土石 1.7620 0.0298 0.1781 0.5244 0.8740
（57.46）＊＊ （2.52）＊ （11.58）＊＊ （27.90）＊＊

一次金属 2.1581 －0.0268 0.1927 0.2330 0.6155
（51.47）＊＊ （－1.82） （5.96）＊＊ （8.90）＊＊

金属製品 1.3535 0.0602 0.0150 0.5447 0.8411
（38.56）＊＊ （4.79）＊＊ （0.68） （21.25）＊＊

一般機械 1.9892 0.0555 0.0444 0.5491 0.4902
（33.39）＊＊ （2.76）＊＊ （1.10） （12.42）＊＊

電気機械 0.0572 0.0398 0.1300 0.5706 0.9395
（1.73） （3.10）＊＊ （5.03）＊＊ （17.31）＊＊

輸送機械 1.7317 －0.0229 0.1173 0.5625 0.7549
（42.40）＊＊ （－1.42） （3.51）＊＊ （14.32）＊＊

精密機械 1.1592 0.0267 0.1753 0.2656 0.7384
（25.91）＊＊ （1.81） （5.38）＊＊ （10.22）＊＊

その他製造業 1.5499 0.0301 0.1309 0.4038 0.8739
（55.28）＊＊ （2.98）＊＊ （9.87）＊＊ （21.67）＊＊

（備考） １．＊＊は有意水準１％、＊は有意水準５％である。
　　　２．（括弧）はt値である。
　　　３．操作変数は定数項と説明変数の一期ラグを使用。
　　　４．紙幅の都合によりタイム・トレンドの項の推定結果は省略している。
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成長に対する産業集積効果の成長寄与度を示した
ものである。地域特化の経済は、化学が最も高く
1.598％となっており、全国（1.503％）を超過し
ている。次いで電気機械が0.615％と続いており、
こちらも全国（0.561％）を超過している。地域
特化の経済が成長を牽引している業種は、化学、
電気機械をはじめとして、金属製品、パルプ・紙、
一般機械である。いずれの業種も成長寄与度が
0.10％を超過している。このほか、食料品と窯業・
土石、その他製造業も、成長寄与度は小さいが正
の成長寄与度を示している。しかしながら、繊維
おける地域特化の経済の成長寄与度は大きく負と
なり（－0.238％）、水準は全国（－0.237％）と同
水準である。この要因は、この業種の生産規模（地
域特化を表わす代理変数）が観測期間において低
下したことが影響していると推察される。
　一方、中国地域全体では、観測期間を通じて人
口密度（都市化を表わす代理変数）が低下した影
響から、製造業の大半の業種において、都市化の
経済の成長寄与度が負となっている。その中で、
化学とパルプ・紙だけは正の成長寄与度となって
いるが、これは都市化の経済の労働生産性に対す
る弾性値（δ）が負であったためである。人口密
度の低下が混雑などの外部不経済を表す要因を緩
和したことが正の影響となって現れているものと
推察される。
　図７では、中国５県における地域特化の経済と
都市化の経済の成長寄与度を示している。地域特
化の経済では、各地域において化学が最も高く、
次いで電気機械が高い値となっている。化学は山
口県が最も高く、1.905％もの寄与度を示した。
山口県は高い化学の生産集中度が集積の経済の影

種集積よりも同業種集積の方が労働生産性に対し
て相対的により大きな影響を与えている。その一
方で、食料品、石油・石炭、窯業・土石、一次金属、
電気機械、輸送機械、精密機械、その他製造業の
８業種は、地域特化の経済よりも都市化の経済を
表す弾性値が相対的に大きい。この結果は、化学
や繊維などの業種が同業種間での財・サービスの
取引が相対的に多い一方、電気機械や輸送機械な
どの業種は他業種との財・サービスの取引が多い
ことが影響しているものと思われる。なお、製造
業全体では、都市化の経済が地域特化の経済を超
過していることは確認されたが、製造業の業種別
でも、産業の生産活動においては同業種集積によ
る経済効果よりも異業種集積による経済効果が大
きい業種が多いといえよう。つまり、製造業全体
では、他業種との財・サービスの取引が、高い生
産性の実現に重要な役割を果たす可能性があるこ
とを示唆している。
　なお、いくつかの業種では、産業集積効果が負
の業種がある。例えば、食料品の地域特化の経済
は－0.14である。また、化学の都市化の経済は－
0.08、パルプ・紙は－0.04である。t値は小さいが、
これらの結果は、産業集積が産業構造の硬直性を
招き、産業の新陳代謝を後退させることで生産性
を低下させている可能性、もしくは混雑の増加に
よって産業の生産性が低下する可能性を示唆して
いる。また、生産関数の同時性に伴う推計バイア
スが発現していることを示しているのかもしれな
い。
　続いて中国５県を対象として、地域産業成長に
対する産業集積効果を評価した。図６は中国地域
と全国における1980年から2005年にかけての産業

図６　製造業における業種別付加価値成長に対する産業集積効果の寄与
（中国地域と全国との比較、1981－2005年、％年率）
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長寄与度はほぼゼロか負であり、産業の生産規模
の低下が影響しているものと推察される。広島県
は、製造業では、輸送機械（同1.96）、一次金属
（同1.50）、一般機械（同1.24）、金属製品（同1.07）
に特化していた。しかしながら、このうち地域産
業成長に貢献している業種は一般機械、金属製品
の２業種のみであり、それ以外の業種の地域産業
成長に対する寄与度はほぼゼロである。最後に
山口県は、石油・石炭（同4.96）、化学（同2.82）、
一次金属（同1.86）、輸送機械（同1.10）、食料品（同
1.09）に特化しているが、化学と食料品の２業種
で地域特化の経済の影響が顕在化していることが
観察される。このように、産業の地域特化と産業
集積効果の発現には、必ずしも明確な対応関係が
見られないが、これは観測期間において生産規模
が縮小し産業集積効果が発揮できない産業が多い
ためと考えられる。ただし、化学や電気機械のよ
うに地域特化の経済が大きい業種も見られること
から、地域の産業構造を把握し、的確な産業育成
政策をとっていくことが、地域経済成長の実現に
おいて重要であるように思われる。
　一方、都市化の経済の成長寄与度では、観測期
間において人口密度が上昇した地域と、人口密度
が低下した地域とで差違が生まれている。鳥取
県、島根県、山口県は、1980年から2005年にかけ
て人口密度が低下した影響で、大半の業種におい
て都市化の経済が産業成長に対して負に寄与する
結果となった。中国地域全体の傾向と同じく、食
料品、繊維、石油・石炭、窯業・土石、一次金属、
電気機械、輸送機械、精密機械、その他製造業で
低下が著しい。逆に、化学と紙・パルプは人口密
度の低下による混雑の緩和によって、正の成長寄
与度を示している。地域ごとで産業別の違いに差
違はないが、都市化の経済の低下度合いは人口密
度の低下が著しかった山口県がもっとも高く、次
いで鳥取県と島根県となっている。これに対して、
岡山県と広島県は観測期間において人口密度が上
昇した影響から、大半の業種で都市化の経済が産
業成長に正の影響を与えている。その業種は、鳥
取県、島根県、山口県とは対照的に、食料品、繊
維、石油・石炭、窯業・土石、一次金属、電気機
械、輸送機械、精密機械、その他製造業で増加が
著しい。なお、化学とパルプ・紙は、都市化の経
済が負である影響から、成長の足を引っ張る結果

響を強め、産業成長に貢献しているものと推察さ
れる。しかしながら、同じく石油・化学コンビナー
トを有する岡山県では、化学が1.156％と県内で
は最大の寄与度を示しているものの、他県と比べ
ると、その値は比較的小さなものである。電気機
械は広島県で最も高く、0.728％である。次いで、
鳥取県と山口県が0.648％、0.647％と中国地域全
体の値（0.615％）を超過していることが分かる。
この中で、鳥取県は電気機械が集積しており、電
気機械の高い生産集中度が集積の経済を高めてい
る要因になっていることが推察される。
　なお参考として、中国５県を対象として産業
の地域特化の程度を図る特化係数（2005年、就
業者数ベース）を計測した3）。その結果によると、
鳥取県は、製造業では電気機械（特化係数2.07）、
パルプ・紙（同1.63）、食料品（同1.19）に特化し
ていることが確認された。この３業種のうち地域
特化の経済が産業成長に貢献したのは電気機械の
みであり、他の２業種の成長寄与度は負である。
島根県は、一次金属（同1.90）と窯業・土石（同
1.45）の特化係数が１を超過していたが、一次金
属は地域特化の経済が顕在化していない。さら
に、窯業・土石は生産規模そのものが縮小したこ
とから、産業集積効果の成長寄与度は負となって
いる。岡山県は、製造業において地域的に特化し
ている業種が多く、石油・石炭（同2.38）をはじ
め、化学（同1.62）、繊維（同1.49）、輸送機械（同
1.48）、一次金属（同1.46）、窯業・土石（同1.45）、
その他製造業（同1.27）、食料品（同1.01）で地域
的な集中が見られた。このうち、化学と繊維、窯
業・土石、その他製造業の４業種で地域特化の経
済の成長寄与度は正であり、地域産業成長に貢献
していることが観察される。それ以外の業種の成

３）地域jにおける産業iの特化係数LQijは、Lを就業
者数として、次のように定義される。

　　LQij＝
Lij /Σ

i

Lij

Σ
j

Lij /Σ
i
Σ
j

Lij

　分子は地域jにおける産業iの雇用シェアを示してお
り、分母は全国における産業iの雇用シェアを表して
いる。そのため、この値が１を上回っていれば、そ
の地域は全国と比較して産業iの雇用シェアが高いこ
とを表している。　
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図７　中国各県における業種別付加価値成長に対する産業集積効果の寄与（1981－2005年、％年率）
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きいこと、特に、地域経済・産業の成長の側面に
おいては、同業種集積効果である地域特化の経済
が重要な役割を果たしたと判断される。
　今後は、地域間連携が深まり、地域経済の開放
性が高まっている状況において、産業集積が地域
間交易によりどの程度影響を受けているかを調査
検討することも必要である。具体的には、地域の
産業集積が地元だけでなく、地域間交易を通じて
他地域に影響を与える程度について定量的に調査
検討する方法を提示する必要があるだろう。
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となっていることが観察される。

４．おわりに

　本稿では、地域経済に影響を与える産業集積の
役割に着目し、産業集積効果の実証分析を行っ
た。具体的には、コブ・ダグラス型生産関数をも
とに、47都道府県レベルにおける産業集積効果を
検証した。その結果、製造業、非製造業ともに、
都市化の経済が地域特化の経済を上回る傾向にあ
ることが明らかとなった。しかしながら、産業成
長に対する寄与では、製造業、非製造業ともに、
地域特化の経済の影響が都市化の経済の影響を上
回り、地域特化の経済が産業成長の原動力だった
ことも明らかとなった。産業集積効果は、製造業、
非製造業でともに経年的に低下傾向にあり、製造
業では生産活動のグローバル化にともなう国内企
業立地の減退が、非製造業では経済成長率の動
向、あるいは首都圏への人口移動が産業集積効果
に影響を与えていることが示唆される結果が得ら
れた。
　さらに本稿では、製造業の業種別を対象とし
て、産業集積効果の業種別の違いについて検証し
た。その結果、同業種集積効果である地域特化の
経済は、化学、繊維、パルプ・紙、金属製品、一
般機械、電気機械、窯業・土石、その他製造業で
観察される一方、異業種集積効果である都市化の
経済は、石油・石炭、食料品、一次金属、窯業・
土石、精密機械、電気機械、輸送機械、その他製
造業、繊維で顕在化していることを示す結果が得
られた。この結果をもとに、中国地域における産
業集積効果の違いを検討した結果、中国地域では
化学と電気機械において地域特化の経済の成長寄
与度が高いことが明らかとなった。その一方で、
中国地域全体では人口密度が低下している影響か
ら、大半の業種で都市化の経済が成長の足を引っ
張る結果となった。観測期間を通じて人口密度が
増加している地域は、岡山県と広島県の２県のみ
であり、この地域において、都市化の経済が産業
成長に正の影響を及ぼした。しかしながら、都市
化の経済の成長寄与度は、地域特化の経済の成長
寄与度と比較するときわめて小さく、産業成長の
原動力になり得なかった。結論として、地域産業
の成長と発展において産業集積の果たす役割は大
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Abstract

The role that industrial agglomerations play in regional economic growth has been discussed in the fi elds of re-
gional economics and urban economics, and the effect of industrial agglomeration on regional economy has been 
proven in a number of previous studies.  In particular, almost all previous works of research attempted to explain the 
reasons behind industrial agglomeration and classify its effects.  Industrial agglomeration effects are conceptually 
classifi ed into localization and urbanization economies.  Localization economies are those agglomeration effects 
that accrue to a group of fi rms that belong to the same industrial sector and are located at the same place.  Urbaniza-
tion economies are agglomeration effects that accrue to fi rms across various sectors.  Previous research focused on 
understanding the effect of these industrial agglomerations by using regional data of various countries.  Moreover, 
the existence of localization economies and urbanization economies has been established in many regions includ-
ing Japan.  However, this focus was narrowed down to grasping the impact of industrial agglomeration on the level 
of labor productivity; most of the previous research did not verify the extent to which industrial agglomeration had 
exerted infl uence on regional economic growth.  Therefore, this study extends these previous studies on agglomera-
tion economies, by using the Japanese prefecture-level data on industries.  We estimate the impact of industrial ag-
glomeration on economic growth in Japanese regions.  By employing Japanese prefectural data for the period 1980-
2005, we attempt to provide, on the basis of an estimated production function, suffi cient clarifi cation of the manner 
in which agglomeration accelerates economic growth in regions.
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